
5． 国及び地方自治体の担当者の間や国と医師会等の医療関係団体の間で早期にホ   

ットラインが確立できるよう、あらかじめ、発生時の対応や連絡窓口などを確認   

しておくぺきである。緊急性や注目度の高い事例が発生した時にこそ、国と当該   

自治体との情報共有と情報発信に向けた緊密な連携が重要であり、そのためには   

情報交換窓口の一本化と、公表内容の相談と統一、公表時刻の調整等が望まれるム   

6． 外国人や障害者、高齢者などのイ情報弱者」に配慮した情報提供の方法につい   

て、地方自治体とも連携しながら検討すべきである。   

7． 国が迅速に最新の正しい情報を伝える必要がある地方自治体や医療現場など   

に、情報が迅速かつ直接届くよう、インターネットの活用も含め、情報提供のあ   

り方について検討すべきである。   

8． 国民の不安、問合せに対応できるよう、国においても情報提供・相談等の対応   

ができるシステムを検討すべきである。  

B．運用上の課題  

1． パンデミック時に、分かっている情報を国民に対して公開するとともに、専任   
のスポークスパ「ソンを設けることにより、複数の情報が流れないよう、また、   

仮に誤った内容の報道がされた場合には正しい内容を伝えることができるよう   

に、広報責任主体を明確化するとともに、広報内容の一元化を図るべきである。  

2． 情報発信に当たっては、その目的に照らし合わせて、「正確」な情報を、きめ   

細かく頻繁に、具体的に発信するように工夫すべきである。その際、丁般国民や   

企業、事業主の方が革める様々な質問についても把握し、Q＆Aなどを作成・発  

信していくべきである。  

特に、国民の不安や不正確な情報によって、誹訪中傷、風評被害が生じないよ  

う、留意する必要がある。  

また、国民に的確な情報提供を行うため、現場の医療関係者、専門家などから   

の意見聴取に当たっては、議事録を作成するなど議論の透明性を確保するととも   

に、情報の混乱を避けるため、正確な意見集約や広報に努めるべきである。なお、   

／くブリックコメントについては、それをどのように議論し、活用したかについて、  

できる限り国民に明らかにすべきである。   

3．施策の内容の伝達や決定に当たっては、その背景や根拠などを開示して、分か  

りやすく伝えるべきである。また、通知や事務連絡については、できるだけ簡潔・  

明瞭にし、ポイント紙や関連のQ＆Aなどを作成するようにすべきである。   

4． 流行が沈静化している時期にこそ、新型インフルエンザの危険性の周知■広報  

に力を入れて取り組むべきである。  
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5．水際対策   
提言  

ん 体制■制度の見直しや検討、事前準備を要する問題  

1． 国は、ウイルスの病原性や症状の特徴、国内外での発生状況、諸外国における   

水際対策の情報等を踏まえ、専門家の意見を基に機動的に水際対策の縮小などの見   

直しが可能となるようにすべきである。  

2． 水際対策の縮小などの判断が早期に可能となるよう、厚生労働省及び国立感染   

症研究所は、海外における感染症発生動向の早期探知や発生国における感染状況等   

の情報収集・分析が可能となるような仕組みを構築することが必要である。   

3． 入国者の健康監視については、検疫の効果や保健所の対応能力等も踏まえて効   

果的・効率的に実施できるよう、感染力だけでなく致死率等健康へのインパクト等   

を考慮しつつ，健康監視の対象者の範囲を必要最小限とするとともに、その中止の   

基準を明確にするなど、柔軟な対応を行えるような仕組みとすべきである。   

4． 水際対策の効果については、検疫により感染拡大時期を遅らせる意義はあると   

する意見はあるが、その有効性を証明する科学的根拠は明らかでないので、更に知   

見を収集することが必要である。また、専門家などからの意見収集の機会を設ける   

づきである。   

5．「水際対策」との用語につし1ては、「侵入を完聖に防ぐための対策」との誤解を   

与えない観点から、その名称について検討しつつ、その役割について十分な周知  

が必要である。   

6． 発生前の段階から、新型インフルエンザを含む感染症対策として入国地点にお   

いてどういった対策を講じるべきかについて検討し、普段から実践しておくこ上が   

必要である。  

B．運用上の課題  

1． 検疫所は、発生前の段階より、訓練等を通じて、広く地方自治体との密な連携   

体制を構築することが必要である。   

2． 検疫所への応援者については、発生後の国内の医療提供体制整備や運用に影響   

が出ないよう、また業務対応の効率性から一定期間の従事が可能な機関等からの派   

遣について検討する必要がある。また、応援予定者に対しては、′検疫に関する研修   

を実施するとともに、現場での意思統一の方法をあらかじめ検討しておく必要があ   

る。  
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6．公衆術生対策（学校等の臨時休業等）  

言   

A．体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題  

1． 学校や保育所、通所施設等（以下「学校等」という。）の臨時休業について、今   

回は一定の効果はあったと考えられるが、今後さらに、休業中の行動も含めた学   

校等の休業時の実態を把握し、情報を公開しながら知見を収集し、学校等め臨時   

休業の効果やそのあり方を検討すべきである。 

2． 病原性に応じた学校等の休業要請等について、国が一定の目安（方針、基準）   

を示した上で、地方自治体がその流行状況に応じて運用を判断すべきである。   

3． 学校等の臨時休業や、事業自粛、∵集会やイベントの自粛要請等には、感染者の   

保護者や従業員が欠勤を余儀なくされるなどの社会的・経済的影響が伴うため、   

国はそれらを勘案し、対策の是非や事業者によるBCP（事葦継続計画）の策定を含   

めた運用方法を検討すべきである。また、実施に際しては社会的・経済的影響に   

ついて理解が得られるように更なる周知が必要である。  

4． 学校等の臨時休業の情報について、地域の医療機関や医師会と学校等の関係者   

が迅速に情報共有出来るようなネットワークシステムを構築すべきである。  

B．運用上の課題  

1・ 学校等の臨時休業の運用方法については、，近接市町村と連携した休業要請の実   

施と、理解を得るための広報が必要である。   

2． 休業中の学校等の生徒等が、学校等の休業の意味や、休業中の行動について理   

解しなければ、休業の効果がなくなることから、こうしたことについて、一層の   

周知が必要である。  

また、・発病者の自宅待機期間や就業可能時期の判断などについて、臨床情報も   

踏まえながら、国が一定の考え方を示すべきである。   

3． 罷患した従業員等に対して事業主が一律に医療機関を受診させて検査キットを   

用いた治癒証明書の取得を求めるなど、医学的には必要性ヒ乏しい事例がみられ   

たことから、正確な情報提供をより迅速に行うべきである。  
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7．医療体制   

提言   

A．体制・満叫度の見直しや検討、事前準備を要する問題  

1． 国が基本的な方針、考え方を示した上で、都道府県ごとに地域の実情を踏まえ、   

必要となる医療提供体制について検討を進めるべきである。また、国は、これに対   

する必要な支援を行うべきである。  

具体的には、医療スタッフ等の確保、ハイリスク者を受入れる専門の医療機関の   

設備1陰圧病床等の施設整備などの院内感染対策等のために必要な財政支援を行う   

必要がある。  

写． 発熱相談センターと発熱外来の設置の是非、設置する場合の対象者、求める役   

割、機能、体制について、病原性なども考慮しながら、再度整理すべきである。  

その際、   

① 都道府県が設置の要否を柔軟に判断できるような仕組みとすることや、   

② 役割に応じて一般に誤解を与えない名称とすべきこと、   

③一その機能や役割などに 

に、特に留意する。  

3． 国及び地方自治体において、地域における感染症の専門家、例えば、感染症担   

当医や感染症の公衆衛生知識を有する行政官、感染症疫学者等の養成を推進する必   

要がある。  

；  

4． 医療従事者が、地域の医療体制維持のために協力できるような仕組みづくりに   

ついて、PPE（個人防護具）の提供、休業時や医療従事者が死亡または後遺症を生   

じた場合の補償も含め、検討すべきである。  

5． 医療機関聞及び行政との連携体制を一層強化する必要がある。そのために、例   

えば、保健所や医師会などの関係団体が、医療機関間の調整役となることなどを検   

討すべきである。  

6・抗インフルエンザウイルス薬等の医薬品や医 

その種類ごとに改めて整理すべきである。  
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